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はじめに
本論文は、『博士（経済学、論文博士）学位』（２００５年３月、中央大学）論文『第３セクターの
経営実態と今後のあり方に関する一考察―実態分析に基づく地域政策論的研究―』の第５章「複合
多機能型公共施設の整備と第３セクター」の論文、（２出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター
方式の研究　№１』（１９９６年５月、地域計画研究所）の第２部４章「公共公益施設を管理運営する新
潟県の主な第３セクター」）の論文および出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　
№２』（１９９８年３月、地域計画研究所）の第２部１章「地域振興・地域活性化を推進する典型的な第
３セクター」の論文を踏まえ、その後の動向などについては、「本学２００５（平成１７）年度特別研究
費」の研究助成を受けて加筆した論文である。特別研究費の助成に関しては、前吉田邦夫学長はじ
め、本学関係者に感謝する次第である。
本論文は、『市街地再開発と公民連携・（	

）』の視点より、次の５つ
の事例について、事業化の経緯、事業の特徴、問題点、課題、今後の方向などについて検証したも
のである。
　新潟県旧中里村中里地域開発―国道改良整備に伴う商店街機能の集約化の推進を図るため
地元商業者の出資を得てショッピングセンターを管理運営する事例―
　山形県山形市七日町再開発ビル―地権者等の出資を中心に市街地再開発施設として公共施
設と民間商業の複合多機能施設を整備・運営管理する事例―
　埼玉県越谷市越谷コミュニティプラザ―工場跡地に整備された大規模な公共公益施設と民
間商業利便性施設の複合多機能施設整備事例―
　富山県富山市富山市民プラザ―公共施設と民間施設（市立外国語専門学校と民間健康増進
施設・商業施設等）を併設した複合多機能施設整備事例―
　新潟県三条市三条昭栄―市街地再開発施設として公共施設と民間商業施設および住宅施設
の複合多機能施設を整備・運営管理する事例―
Ⅰ　新潟県旧中里村中里地域開発―国道改良整備に伴う商店街機能の集約化を図るため
地元商業者の出資を得てショッピングセンターとコミュニティセンターを整備・管理運営する例―
１　事業化の背景と第３セクターの設立経緯
　　地域概要
旧中里村は、新潟県南端に位置し、湯沢町（１７、４０分）、塩沢町（１５、３０分）十日町市（１２、
２５分）、松の山町、津南町に接している。
旧中里村から高速交通のアクセスは、道路は国道３５３号線を東に進み峠を越え、約３０分で関越自動
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車道・湯沢石打インターに接続する一方、鉄道は上越新幹線・湯沢駅に約４０分で達する好立地条件
に位置している。
旧中里村の地形は、村の南端から北に向かって急傾斜をしている。河川は、村の中央部を清津川
とその支流釜川がＹ字形に縦貫し、北部を貫流する信濃川に流入し、村の中心商店街や農地は、こ
れらの河川の河岸段丘地に形成され、残りは山間傾斜地で、総面積１２８．２のうち約８３％が山林原野
である。気候は、夏季は比較的温順であるが、冬期は平均積雪量が２～３の全国屈指の豪雪地帯
である。
ちなみに、旧中里村は、２００５年４月１日、十日町市および川西町、松代町、松之山町の近隣５市町村
と共に、「新設」合併方式により市町村合併し、十日町市になった。本稿では、合併前の旧名称を用いる。
　　事業化の背景
近年、国の「マイライフ・リゾート新潟」の承認により、中里村は四季折々の自然を生かした週
末滞在型のリゾート地として整備する中で、やすらぎと活力のある村づくりを推進している。ま
た、中里村は南魚沼地域まで来街する首都圏の観光客を、中魚沼郡、東頚城郡、長野県北部に受け
入れる国道３５３号線の玄関口に位置し、他の市町村へ移動するターミナル的な性格を色濃く持つ。
これは観光のみならず、商業や農業などあらゆる産業振興に活用できる立地条件である。
中里村商店街の経済環境は、比較的恵まれた立地条件であったが、過疎化現象や近隣地に整備さ
れた大手スーパーなどを主体とした商圏の拡大や流動性などと相俟って、中里村商店街の利用は近
年低下する傾向にあった。商業の振興を図るには、個々の商業者の対応や努力だけではなく、村全
体で対応するなど、総合的な見地から打開策が求められていた。
このような状況の中、国道１１７号線の道路改良事業が実施され、この拡幅工事に伴い中里村の中心
地区の大半の商店が移動することになったが、商店街の再編成を図る上では絶好の契機となった。
この道路改良事業を、どのように商店街の形成に結び付けていくかを検討する過程の中で、街の
活性化、近代化を推進するため、行政、農協関係、金融機関、商工会、各商店の関係者が一緒に検
討すると同時に、協議・協力して計画書を作成し、事業を実施することになった。商店街近代化事
業は個店商業者が主体となるが、中里村のように零細規模の商店が単純に集積し、商業街区を形成
しても旧来の商圏人口を呼び戻すことも商圏を拡大することも容易ではない。
したがって、魅力のある付加価値を付けるためには、関係する五者間の協力体制により、「公共施
設などを併設すると同時に、村民のコミュニケーションの場をつくると同時に若者を加えたにぎわ
いの演出を醸し出す複合機能施設」が必要とされた。
このように過疎化現象による人口の高齢化、生産人口の減少、消費ニーズの多様化、車社会の発
展、国道１１７号線の改良事業による店舗移転などの社会環境の変化、経営者・従業員の高齢化、近隣
市町村への売上流出による売上げ減少、店舗の老朽化等の経済環境の変化に対応した村づくりを関
係各機関が協力して行う方式として、第３セクター方式による中里村地域開発が設立された。
この事業会社は、ショッピングとコミュニティの機能を併せ持つ複合多機能施設「」を
整備し、管理運営している。
　　事業の経過
事業の経過は、大要、次のように要約される。
１９８８年８月：商店街近代化推進協議会（以下、推進協）役員の行政懇談会で、バスターミナル・
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コミュニティ施設整備の協力を願う申し入れがなされた。１２月：商店近代化の適切な国の補助金制
度が少ないことに加え、建設は長期間を要するため、第３セクター方式による施設整備を村長より
決済を受ける。１９８９年１月：第３セクターの設立や会社の方針は、推進協役員と村で協議。推進協
役員には、学習で参加している者もいたため、この協議会を発展的に解消し、商店街形成参加者の
みで新商店街建設準備会（以下、準備会）を設立し、第３セクター設立の取組を図る。２月：準備
会役員と村で、第３セクターの設立計画を協議。第３セクターの設立協力指導者（税理士、司法書
士）を指名し、事務推進は当分の間、商工会、行政が中心となることを決定。３月：第３セクター
会社へ行政側の設立参加が中里村議会で承認議決される。第３セクターの設立発起人会を開催。４
月：公証人役場で定款が認証される。５月：設立登記申請、登記完了。１９９２年４月：テナント入居
による協同組合中里村ショッピングセンター設立登記申請が認可される。５月：がオープン。
　　事業化の特徴と法人設立の特徴
会社設立の特徴は、施設整備主体の中里村地域開発は、中里村と通産省の外郭団体で出融資機
関の中小企業事業団（当時）、テナントとして入居する地元の商業者からなる三者の出資による第３
セクター方式を採った点である。
施設（）の整備は、中里村地域開発により商店街整備等支援事業として行われ、施設
の管理運営も中里村地域開発が担当している。
の施設は、大別すると、①コミュニティ施設、②ショッピングセンター、③入居商業者
の住宅の３つの機能から構成されている。
事業の推進には、資本金である自己資金以外の借入金は、中小企業事業団の高度化融資制度を活
用し所要資金の調達を行い、長期低利の融資を受けることによって借入金の金利負担の軽減を行っ
ている点が大きな特徴である。
この高度化融資制度による融資資金は、２０年間無利息である。中里村地域開発では、１９９８～
２０１２年（平成１０～２４）年の１５年間、毎年４，５００万円を返済する予定である。
事業化の特徴は、要約すると、「管理運営主体は中里村地域開発」「施設整備事業主体は中里村
地域開発」「資金調達方法は①資本金（自己資金）＝旧中里村出資、事業団出資、商業者出資およ
び②借入金＝高度化融資、入居商業者による各店舗の内装費用（現金）」「現在の土地所有者は旧中
里村、地元農家」「用地取得方法は旧中里村、地元農家からの借地」「従前の土地所有者は旧中里村、
地元農家」である（表１）。
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表１　事業化の特徴
中里村地域開発管理運営主体
中里村地域開発施設整備事業主体
資本金（自己資本）：①旧中里村出資、②事業団出資、③商業者出資
借入金：①高度化融資、②入居商業者による各店舗の内装費用（現金）
資金調達方法
旧中里村および地元農家から借地用地取得方法
旧中里村および地元農家従前の土地所有者
旧中里村および地元農家現在の土地所有者
出所：出井信夫編著『「公私協力方式」と「第３セクター方式」の研究　№２』
　　　（地域計画研究所、１９９８年）１１３頁。
２　施設概要・施設整備費・資金調達方法
　（１）　事業概要
中里村地域開発は、①参加商業者１６名（１７店舗）の賃貸集合店舗と②併設のコミュニティ施設
を整備すると同時に、施設を所有し、管理運営することを目的に設立された。
主な事業は、①地域開発復興事業に関する調査、研究、企画、設計、管理及びその受託事業、②
集合店舗並びに、個店の建設及び経営管理指導業務、③不動産の賃貸業、並びに仲介業務、④農林
水産物、畜産物、水産物、花木の販売業務、⑤農業、商業、観光旅行に関する情報の収集、伝達・
宣伝業務、⑥土産品、工芸品、民芸品の研究開発、販売及びその受託業務、⑦建物清掃受託業務、
⑧損害保険代理業、⑨ホテル・旅館の経営並びに料理飲食店、遊技場の経営、⑩労働者派遣業務等
である。
　　施設概要
「」は、〈ショッピング施設〉と〈コミュニティ施設〉の両者の機能を併せ持つ複合多機
能公益利便性施設である。この施設を整備することにより、商業振興を通じて村の活性化を図り村
の産業振興を推進すると同時に、住民の場づくり、またリゾート客などの来街者にも対応した拠点
づくりととことを目的としている。
施設概要は、敷地面積１１，８０６．０００㎡、建築面積３，１８６．８６０㎡、延床面積５，１１５．７４０㎡、駐車場１２１
台収容４，６４６㎡。
コミュニティ施設は、多目的ホール４０８㎡：４００人収容）、子供の広場（１３０㎡：遊具６点）、健康
増寝室（１８２㎡：４０人収容）、文化教養室（８８㎡：４０人収容）世代交流室１０２㎡：５５人収容）。
店舗施設は、飲食料理３店、酒１店、靴、カバン２店、生花１店、生鮮食品１店、豆腐１店、
理容１店、書籍１店、衣服、呉服３店、眼鏡、貴金属１店、薬局１店、惣菜１店。
　　所有形態
施設の所有形態は、①土地は旧中里村と地元農家が従前どおりに各々個別に所有し、②施設建築
物は中里村地域開発が所有している。
一方、６名の入居商業者の住宅が併設され、住宅は居住者が区分所有しているが、住宅部分は高
度化融資事業の対象施設ではない（表２）。
　　施設整備費と資金調達の方法
ショッピングセンター「」の事業費は１８億１，３０５万円である。商業者出資金は、各テナン
トの内装費に充てられた（表３）。
　　会社概要
①社　　　名：中里村地域開発株式会社
②代表取締役：山本　茂穂（旧中里村村長）
③所　在　地：新潟県十日町市山崎乙１４１５
④設立年月日：１９８９年５月１８日（設立時の資本金５００万円）
⑤資　本　金：９０，７５５万円（１９９１年：１２月２５日増資）
⑥株　　　主：中里村、中小企業事業団、その他２５名
⑦大　株　主：中里村４４．８５％、中小企業事業団４４．８５％、�コープ中里３．６３％、�山甚商店１．０４％、
清滝清一０．７５％、貝沢保子０．７３％、�朝日屋０．５５％
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⑧事　務　局：社員数１名
⑨施設の愛称：（ユーモール）
３　経営・運営概況と地域への波及効果
　　経営・運営概況
中里村地域開発株式会社の主な収入源は、①テナント料収入、②施設管理料収入、③施設使用料
収入などからなる。
ちなみに、近年の売上額は約６億円で安定的に推移し、税引き前当期純利益は数百万円の黒字で
ある。
　　地域への普及効果
の整備は、中里村商店街の各施設づくりに大きな波及効果をもたらした。の駐
車場が整備されたことにより、路上駐車の心配がなくなることなども相俟って、近隣の津南町や長
野県の一部地域からの来客が増加するなど、村外地域からも来街者がある。それに伴い、
だけでなく、近隣周辺地域の商店にも来客が増加している。
このように人が集ることにより、地域に活力が生まれ、地域の活性化がもたらされた。この効用
は地元商業者全体に大きな刺激を与えた。これまでは、周辺の商店が改装や飾り付け、ま
たチラシ広告をすることなどはなかった商店が積極的に経営を行うようになったのである。
また後継者がＵターンするなど、地元の若者の郷土愛を育てる契機となった。
一方、の名称を公募し決定するなど、住民の地元意識を高めることにもつながった。と
同時に、で行われる各種のイベントには、地元住民が多数参加するなど、その効用は高く
評価され、多くの町民に喜ばれている。
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表２　所有形態
住民が区分所有中里村地域開発の所有
入居商業者の住宅部門コミュニティ部門店舗部門施設建築物
中里村および地元農家の所有敷地・用地
出所：出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　№２』
　　　（１９９８年３月、地域計画研究所）１１５頁
表３　施設整備費と資金調達の内訳
コミュニティ店　　舗合　　計
７６４，４０７千円
４０７，１００千円
３２８，３０７千円
２９，１４３千円
７６４，５５０千円
―　千円
―　千円
１，０４８，５００千円
―　千円
７８，７９３千円
６４，２０７千円
１４３，０００千円
６７４，０００千円
２３１，５００千円
１，８１３，０５０千円
４０７，１００千円
４０７，１００千円
９３，３５０千円
９０７，５５０千円
６７４，０００千円
２３１，５００千円
事業費合計
中里村出資
事業団出資
商業者出資
（自己資金合計）
高度化融資
商業者出資金
出所：出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　№２』
　　　（１９９８年３月、地域計画研究所）１１６頁
このように、は、人を集める施設と同時に地域を発展させる拠点施設として大きな効果・
効用があった、と高く評価できる。
　　自治体・企業との関わり
中里村地域開発の社長は中里村村長が兼任しているが、中里村からの職員の出向派遣等はな
い。のコミュニティ施設の整備に係る事業費として、中里村から会社設立時に出資金とし
て４億７１０万円が出資された。
また、の２階のコミュニティ施設は、公共公益施設である。その維持・管理費は、中里
村からの補助金支出によって賄われている。
一方、民間企業からの職員の出向派遣や財務支援などは基本的にはない。ただし、個々のテナン
ト入居者は、地元銀行（新潟中央銀行と第四銀行）より、金融支援や経営指導などの協力を得てい
る。
４　問題点と課題
中里村商店街の活性化、近代化を推進するため、商店街の拠点となるショッピング機能とコミュ
ニティ機能の両者の機能を併せ持つ複合多機能公益利便性施設として、「」が整備されたこ
とにより、地域の活性化がもたらせたことは大きな効果があったといえる。
しかしながら、時間の経過に伴い、個々の店舗経営ではマンネリ化するなど、経営者の革新意欲
がうすれてきたことが問題点としてあげられる。その要因は、これまでのように単独で個々に店が
営業していた時の自店中心の考え方が、未だに強く残っていることに起因しているといえよう。
他方、コミュニティ施設でイベントが行われる際には、来街者や買い物客などの駐車場スペース
が不足する問題などが生じている。
今日の車社会では、公共公益施設と商業利便性施設が併設された「複合多機能型施設」が出現し
たことなどとも相俟って、消費者側の買い物動向の変化や消費行動の多様化、高質化をもたすとと
もに、消費者は自分に適した行動をとるなど、消費者は自分流の消費行動を確立するなどの傾向が
強まってきた。そのため、商店街や個々の商店側では、このような消費者の行動や生活パターンの
変化に対応すると同時に、消費者ニーズを先取りし、自己革新を進める中で、消費者行動に対応し
た店舗経営や店舗づくりが重要な課題である。
５　今後の方向と展望
中里村地域開発では、「時代に対応し、常に新しいものへと向かっていく革新意欲」を、特に強
調している。経営者の意識が常に高い目標に向かうと同時に、時代に取り残されないよう自己革新
しないと、消費者や住民から支持されなくなる。
したがって、経営者の革新意欲を高めるため、テナント参加者全員が協力し共同事業を行うなど、
新しい事業展開が必要となる。その一環として、テナント参加者で構成される協同組合「協中里村
ショッピングセンター」では、１９９６年７月より情報を活用した経営事業を始めている。これはポイ
ントカードの導入により、個々の店舗の利用者の情報（性別・年齢など）を収集し、今後の販売戦
略を構築する際に参考にしようとするもので、顧客の情報を効用し固定客の確保を図るものであ
る。
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またイベント時の駐車スペース不足対策として、本棟裏に駐車場１，４００㎡（５０台分）が増
設されるなど、駐車スペース問題も解決された。
他方、に徒歩で来場する人々などは、冬季間の悪天候の場合には施設に気軽に買物等が
できない状況もあるので、徒歩の利用者の利便性を高めるため、アーケードなど全天候型の施設を
設置する対策等が必要とされる。
これらの整備により、一層の利用価値は高まると同時に、周辺の商店街も利用
しやすくなると考えられる。
一方、利用者や消費者側からは、新しい業種形態の一つである〈ホームセンター〉の新設など新
しい付加機能として強く要望されている。
他方、店舗側では、店舗の増改築や改装を行うに際し、消費者の嗜好やニーズを取り入れ、消費
者の観点からの店舗づくりを行なうことなどの研究を進めることが重要なポイントで、消費行動や
利用者ニーズに対応した店舗づくりや店舗経営を行っていく必要がある。
中里村は、十日町市や周辺町村とともに市町村合併したが、今後とも、が旧中里村地域
における商業施設の中核的拠点施設として、中里地域全体の地域活性化に大きく貢献していくこと
を期待するものである。
Ⅱ　山形県山形市七日町再開発ビル―地権者等を中心に市街地再開発複合多
機能（公共施設と民間商業）施設を整備・運営管理する例―
１　山形市の概要
山形市は、山形県村山地方の政治、経済、文化の中心地として、自然環境に恵まれ、災害の少な
い、古い歴史をもつ城下町として繁栄してきた。
また山形県の県庁所在都市として、現在人口は約２５万６千人、世帯数は約９万２千世帯、市域面
積は３８１．５８の規模をもつ地方中心都市として発展してきた。
２００１年の事業所数をみると、事業所総数は１５，４４７、従業者総数は１３９，４４３人である。このうち最も
多い業種は卸売・小売業、飲食店で、事業所数６，５８０、従業者総数４５，１１２人である。次で多いのは
サービス業で事業所数４，８５３、従業者数４２，１０３人である。
２　山形市中心市街地活性化計画策定の背景と事業概要
　　山形市中心市街地活性化計画の目的
山形市は、山形県の県庁所在地である地方中心都市として位置づけられているが、近年は、県内
の他市町村から山形都市圏への人口・産業の誘因・集中化現象がみられる一方、山形市は、逆に、
仙台市（で約１時間の時間距離）や東京大都市圏への魅力に吸引されて、若年層を中心とした県
外への転出化傾向もみられる。
このような背景により山形市は、県庁所在都市であるにもかかわらず、一般的に、各県における
県庁所在都市に次ぐ、二番目の都市と同様、中心性の低下といった悩みを抱えている状況にある。
とりわけ、七日町地区は、山形市の伝統的な商業中心地として栄えてきた地域で、行政・文化の
中心的な役割を担ってきた地区であった。
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しかしながら、近年は、①県庁が郊外に移転したこと、②駅前地区の整備発展による商業地区の
二極分化傾向にあること、③ドーナツ化現象による住宅地の郊外化傾向等に伴い、地盤沈下が目立
つようになったこと、加えて、同地区は、近代的店舗ビルが建築される中で、低層木造の住居併用
建築物や機能の低下した低層軽量鉄骨造建築物が、城下町時代からの土地割は「うなぎの寝床」状
に配置されている現状で、土地利用上も極めて不効率であると同時に、都市機能や都市景観の観点
より何らかの対策を講ずる必要があることを余儀なくされていた地区でもあった。
このような現状認識を踏まえ、山形市の魅力と活力を維持・増進していくためには、市自体の産
業振興や都市基盤の整備を図ることに加えて、山形市の広域中心性を一層強化することが重要であ
ると認識された。
また東北内陸地域における広域中心性を発揮し、人々の新しい生活文化への「あこがれを充実さ
せる場」が必要であること、そのためには山形市の中心市街地の活性化を図る必要があると認識さ
れ、「山形市中心市街地活性化計画」が策定された（図１）。
山形市の中心市街地活性化計画の目的は、商業・業務核・都市軸の形成、歴史・文化・レクリェー
ションゾーンの形成、まつり・イベント・まちづくりソフトの組織化等の課題に対応していくため
の初めのシナリオづくりであると、捉えられている。
　　山形市七日町地区の状況
山形市は、古い歴史をもった城下町として栄えてきた。最上義光の時代には現在の山形の中心街
の骨格がほぼできあがり、七日町の大通りは商人町として栄えてきた。
その宅地形状は、間口４間半（８）、奥行３０間（５５）の細長い宅地に象徴される。これは、間
口で税金が賦課された関係でこのような形状となったことによる。
また山形市は幸い戦災に遭わなかったため、城下町時代の町割り・宅地がそのままの状態で維持
されてきたことから、一方通行路や直進できない三叉路交差点が多くみられる。そのため、現在の
モータリゼーション社会では、都市の利便性を著しく欠く結果にもなっている。
　　再開発事業が必要とされた背景
社会経済環境の変化に伴い、この地区を取り巻く近年の厳しい状況については、要約すると、次
のような諸点があげられる。
①県庁の移転（１９７３年）により中心市街地機能・都市的機能が低下していたこと、②駅前商店街
の台頭（山形駅前区画整理事業、１９６３年～１９７７年が著しく、駅前地区に求心力の重心が移動する傾
向が高まってきたこと、③木造低層の間口が小さく奥行きが長い宅地が連続しており、都市的機能
が低下していた地区であること、④中央公民館が老朽化したことに加え、施設の整備が必要とされ
ていたこと、⑤郊外型のショッピングセンターの整備により、集客・吸引力が相対的に低下してい
たことなどである。
このような状況を打開するため、再開発事業が必要とされたのである。
　　再開発事業の事業経過
事業の経過は、要約すると、次のとおりである。
１９７６年度：山形市七日町中心商店街再開発基本計画」策定（１０．６）。１９７９年度：高度利用地区の
指定（約１．０：１９７９年１０月１５日）。１９８０年度：中央公民館を再開発事業に合わせ整備する方針が決
まった。
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当時の中央公民館は、市役所東側の三浦記念会館ビルの一部を賃貸借していたが、スペースは手
狭であることから、拡張問題や機能の高度化などが望まれていた。また山形市教育委員会からは、
「中央公民館の移転新築は七日町再開発事業に併せて検討するように」との答申があった。
１９８３年１２月：再開発準備組合設立。１９８４年度：市街地再開発促進区域（０．５：１９８４年１２月１３日）。
１９８４年１１月：準備組合員１名不参加により、組合施工から個人施工に変更された。不参加者は、そ
の後個人施工の再開発ビルを施設整備し、１９８９年１月に竣工している。１９８６年９月：大店法３条結
審。年１０月：大店法５条届出。１０月：ネーミング発表「七日町」。１９８７年１月：工事完了。１９８７
年１月：落成記念式典、オープン。
３　再開発ビル会社の設立と施設概要
　　再開発ビル会社の設立
再開発ビル会社は１９８４年１２月、七日町再開発ビルとして設立された。この会社は、再開発事業
の施工者として第３セクター方式により設立されたものである。
会社の出資比率は、地権者の出資比率が５５％、市の出資比率が４５％である。再開発ビルの完成後、
再開発ビルの管理会社として業務が開始された。
ちなみに、この再開発ビルの愛称は「」（アズビル）と呼ばれている。
　　事業主体の概要
再開発事業の事業主体は、七日町再開発ビルと山形市の共同施工である。七日町再開発ビル
は、再開発事業の施工者およびビル完成後の管理者としての役割を担うため、地権者が５５％、山形
市が４５％を出資し、資本金１千１百万円で、１９８４年１２月に設立された。
ちなみに、１９８７年に増資され、資本金は１億１千万円である。
４　事業の特徴
　　事業の特徴と複合多機能施設整備
事業化の特徴および施設の特徴については、次のように要約される。
①市施工の再開発事業である。土地は共有である。建物は山形市と七日町再開発ビルとの二者
間で区分所有方式を採っていること、②中央公民館と商業施設の複合施設であること、③６００人収容
の多目的ホールがあること、④商業施設と公民館施設をエスカレータ（１～６）で機能的に接続
していることがあげられる。
これらの事業を推進するに当たり、事業推進および施設の管理運営をする事業会社である株式会
社七日町再開発ビルが設立されたのである。
この事業会社は、一般に、第３セクター方式と呼ばれる形態が採られているが、山形市と地権者
である地域住民の出資を得て設立されたという意味では、「行政」と「地域住民」の共同出資を得て
設立される《第４セクター》方式である、と呼ぶことができる。
事業化の特徴は、要約すると、「事業主体は七日町再開発ビル」「管理運営主体は七日町再開
発ビル」「資本金調達方法は、①国・県・市からの補助金、②施行者調達金、③施行者分担金、④権
利床価格」「用地取得方法は従前の土地所有者の所有権の設定および施設建築物の所有を目的とする
地上権（共有）の設定」「従前の土地所有者は地権者」「現在の土地所有者は従前の土地所有者の所
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有権の設定および施設建築物の所有を目的とする地上権（共有）の設定」である（表４）。
　　権利変換計画の概要
再開発事業における権利変換計画については、要約すると、基本的に、次のような観点より進め
られた（図２、表５、表６）。
①都市再開発法第１１０条による全員同意型とすること、②従後の敷地は、従前土地所有者の区分所
有とし、新たに施設建築物の所有を目的とする地上権（共有）を設定すること、③建物は、駐車場（保
留床の単一所有）、店舗（権利床と保留床の共有）および公民館（保留床の単一所有）の３つの区分
をすること、④七日町第１ブロック地区第１種市街地再開発事業（＝アズ七日町ビル）である。
図２　再開発事業における権利変換計画
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表４　事業化の特徴
七日町再開発ビル管理運営主体
七日町再開発ビル施設整備事業主体
①国・県・市からの補助金、②施行者調達金、③施行者分担金、
④権利床価格
資金調達方法
従前の土地所有者の所有権の設定および施設建築物の所有を目的
とする地上権（共有）の設定地
用地取得方法
地権者従前の土地所有者
従前の土地所有者の所有権の設定および施設建築物の所有を目的
とする地上権（共有）の設定
現在の土地所有者
　　事業費とその資金調達方法
施設整備に係る事業費および資金調達・財源内訳は、次のとおりである。
総事業費は５，８８４，０００千円である。このうち、国・県・市から、次のような補助金、①国庫補助金
（建設省）６６８，０００千円、②県補助金は３３４，０００千円、③市補助金４３８，０００千円、④国庫補助金（文部
省）１２５，０００千円が支出されている。
５　施設概要
施設は、大要、次のように、「商業施設部分」と「公共公益施設部分」の２つの機能・施設から構
成されている。
１～３階の低層部分には、専門店が配置・整備されている。
一方、４～８階の高層部分には、山形市中央公民館が配置されている。階段やエレベータ、エス
カレータなどについては、共有通行分として機能的に配置されている。地下１階には自走式駐車場
が設けられているが、全体の機械室は地下２階に設けられている。
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表５―８　再開発事業における資金計画
（単位：百万円）
１９９調査設計計画費
支　
　
　
出　
　
　
金
１，４４０補　　助　　金
収　
　
　
入　
　
　
金
１０土 地 整 備 費４５公共施設管理者負担金
２２３補 償 費２，５８６施行者分担金（公民館）
４，０３９工 事 費６２８施行者調達金（店舗・駐車場）
２１２事 務 費１，１８５権 利 床 価 格
１６借 入 金 利 子
１，１８５権利変換資産
５，８８４合　　　　　計５，８８４合　　　　　計
出所：前掲書、２４６頁
表５―９　再開発における各フロアーの用途と面積
床 面 積用　　途階
８８５㎡機 械 室地 下 ２ 階
２，２７３㎡駐 車 場地 下 １ 階
２，０２８㎡店 舗１ 階
２，１７４㎡〃２ 階
２，１５５㎡〃３ 階
１，９８４㎡公 民 館４ 階
１，９７０㎡〃５ 階
１，９９４㎡〃６ 階
７２０㎡〃７ 階
６３０㎡機 械 室８ 階
１６，８１３㎡合 計
出所：前掲書、２４６頁
①区域面積／３，１２４㎡、②建築物延べ床面積／１６，８１３㎡、③構造・階数／鉄骨鉄筋コンクリート造
地上８階地下２階、④用途／商業（１～３）６，３５７㎡、公民館（４～８）６，６６８㎡、駐車場（
１）２，２７３㎡、機械室（２）１，５１５㎡、⑤公民館施設の概要／６００収容のホール、会議室は１０人～
７０人用の中小の会議室と大会議室、図書室、パソコン常設室、軽運動室、ギャラリー等が併設。
６　経営状況と今後の課題
経営状況は、設立開業後以降、単年度の黒字経営を維持している。
近年は、テナント店舗に空きスペースが生じているため、収益は若干悪化傾向にある。
商業機能と公共公益施設機能を併せ持つ七日町再開発ビルができて以来、同ビル周辺の歩行者の
通行量は、以前比較して飛躍的に増加した。
加えて、アズ七日町ビルの南側に隣接して「丹六ビル」が完成してから、ビルの集客力と相俟っ
て中心市街地の集客効果は飛躍的に高まったが、これはアズビルの公民館利用と商業施設利用の施
設間の相乗効果によるもので、公民館施設の利用促進が図られたこと（年間利用者は延べ約２４万人）
とにより効果の表れであるといえる。
その後、この再開発事業の触発され、再開発事業・ビルの促進が期待されたが、バブルの崩壊や
大型店の郊外進出など影響等を受けて、再開発事業の推進が困難な状況にある。
現在、任意の再開発事業（優良建築物等整備事業）による小規模な再開発事業により、中心市街
地の再開発が進められている。
このＡＺビルは、「多機能公共公益・民間商業利便性複合施設」の施設整備事例として、中心市街
地の七日町へ市民の回遊性を高め集客効果をもたらした中心市街地活性化、市街地再開発事業のモ
デル事例として高く評価できる。
また山形市のＡＺビルは、全国の中心市街地活性化、市街地再開発事業の「多機能公共公益・民
間商業利便性複合施設」整備事例の嚆矢（こうし）として、その後の各地のモデル事例として参考
にされた。たま、近年、法制化された事業の事例としても注目されている。
Ⅲ　埼玉県越谷市越谷コミュニティプラザ―工場跡地に整備された大規模な
公益施設と民間商業利便性施設の複合多機能施設整備事例―
１　越谷「サンシティ」の事業化の成功がもたらした影響
埼玉県越谷市「越谷サンシティ」は、第３セクターにより整備された「公共文化ホール施設と大
規模な民間商業利便性施設が併合・融合・合築した複合多機能施設」の典型的な事例である。同時
期に整備された類似施設に、千葉県習志野市「サンペディック」がある。
近年、埼玉県のイメージを大きく変えたと評価されている埼玉県さいたま市の「ソニックシティ」
をはじめ、民活法の適用を受けて整備された富山県富山市「富山市民プラザ」、事業コンペ方式が採
用され施設整備された秋田県秋田市「アトリオン」、あるいは高度化事業等の融資を受けて各地に設
立された「街づくり会社」や中心市街地再開発事業や（タウン・マネージメント・オーガナイ
ゼーション：市街地再開発会社）における施設整備構想（スキーム）やコンセプトづくりに、「越
谷・サンシティ」は極めて大きな影響を与えた原型のモデルであるといっても過言ではない。
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この「越谷サンシティ」は、近年、公共事業の効率的な事業推進を図る手段として、新たな公民
連携の事業方式として注目され、現在急速に適用事例が報告されている「事業」、あるいは「中
心市街地活性化事業」などが目指している一つの典型的な公共公益施設と民間商業利便性施設が併
合・融合・合築した「複合多機能施設」の格好のモデル事例であると高く評価できる。
２　計画の背景と第３セクター設立の経緯
埼玉県越谷市は、都心から２５キロ圏内に位置している。越谷市は、１９６５年～１９７５年代（昭和４０～
５０年代）の当時の東京のベットタウンとして人口の増加と都市化が急速に進み、人口は１０年間で約
３倍になるという全国有数の人口増加率を示した人口急増都市であった。
このように、人口が急激に増加している時期にあっては、一般に、自治体財政は小中学校等の義
務教育基盤施設の整備が逼迫するため、市民の文化教養活動を醸成する高度で高質な文化教養施設
等の整備を行うことは極めて困難な時期であるといえる。越谷市もその例外ではなかったことはい
うまでもない。
このような社会経済的な状況の中で、越谷市では、市民に自主的な行動の場を提供し、新しいコ
ミュニティづくりを促進するための施設づくりと同時に、将来の越谷市の中心的な施設として「越
谷コミュニティプラザ」が構想されたわけである。もちろん、財政運営が逼迫する中では、このよ
うな「大規模な教養文化や商業集客のための複合多機能利便性施設」を整備する財源の余裕は全く
ない時期である。やむを得ず、苦肉の策として考えられた事業開発方式が、この「第３セクター方
式」である。
「企画・開発立案から施設整備・管理運営まで」について、一貫して、第３セクター「越谷コュ
ニティプラザ」が責任を持って行うものである。「越谷コミュニティプラザ」は、愛称を「サンシ
ティ」と称し、「市民の対話とふれあいの場」「文化活動の拠点」として、新しいまちづくりの中心
的な各施設としての役割を担っている。
３　施設概要と施設規模
越谷「サンシティ」は、大別すると、「市民ホールを中心とした公共施設」「店舗・サービス施設」
「広場などの共用施設」の３つの施設より構成されている。
「サンシティ」の中核施設である公共施設「越谷コミュニティセンター」については、「市民ホー
ル」（大ホールと小ホール等）を中心に、集会施設、結婚式場、消費生活センター、レストラン等が
整備されている。このコミュニティセンターの特徴は、特定目的のための専用施設や単一的な機能
に特化した公共施設づくりを避け、多くの市民が利用できるように「多種多様な機能をもつ多機能
複合施設」とした点である。なお、「越谷コミュニティセンター」の管理運営は、越谷市が全額出捐
して設立された財団法人越谷コミュニティセンターが行っている。
一方、「店舗・サービス施設」のうち、「店舗」は、ショッピングのための大規模な商業施設とし
て整備された。キーテナントのダイエーが入居しているほか、個性的な魅力を備えた専門店を併設
することにより、幅広く市民が利用できるよう工夫されている。
また、日常生活に欠かせない「サービス機能やサービス業務施設」としては、消費者センター、
商工会議所、旅行代理店などが設置されており、サンシティを訪れる市民が、日常生活上で必要と
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する各種相談や案内などのサービス業務の大半がここで賄えるようになっている。当初は、都市銀
行の支店が設置されていたが、駅前に移転したことに伴い、その空きスペースには、中央図書館の
分館機能として、「東部図書室」が設備され、教育委員会の指導のもと管理運営業務は越谷市コ
ミュニティセンターが行っている。
一方、「共用施設」としては、広場、地下駐車場、エネルギーセンター、防災センター等が整備さ
れている。広場は、パブリックプラザ（市民広場）、コミュニティプラザ（憩いの場）、ショッピン
グプラザ（買物広場）に分かれ、これに緑地や池、砂場などを加えて、〈市民が楽しく遊び・対話
し・ふれあう場〉として整備されている。
また、施設規模は、大要、次のとおりである。
敷地面積は約１万８，６００㎡、建物面積は市民ホール等公共施設・コミュニティ施設（地下１階地上
５階建）は約１万５，０００㎡、店舗施設（地下１階地上６階建）は３万７，０００㎡、共用施設約６，０００㎡、
施設全体の延床面積は約６万㎡ある。
表７は、越谷コミュニティプラザの規模、用途、施設内容を示したものである。
４　事業化手法の特徴
「サンシティ」の施設整備の事業化の最大の特長をあげると、次の２点に要約される。
まず第１の特徴点は、事業実施主体に関する点である。越谷市と民間ディベロッパーの丸紅を
中心に、１９７５年（昭和５０年）１１月に出資・設立された第３セクターの「越谷コミュニティプラザ」
が、ＪＲ南越谷駅前にあった工場跡地を買収して、商業施設と公共ホールを建設し、商業ビルの管理
運営にあたっている。公共ホールについては、市は第３セクターに対し３０年間の長期間賃借料を支
払い賃貸借され、賃借料の完済後の施設は第３セクターから市に無償で譲渡される（表８）。
したがって、この賃借料は、公共ホール部分の施設建設・整備費を３０年間の延べ払いで返済する
ことと同じ条件であることを意味する。つまり、この賃借料は３０年間の均等支払いに相当するもの
新潟産業大学経済学部紀要　第３２号 ３９
表７　越谷コミュニティプラザの規模、用途、内容
プラザKK
事務所
共用施設
店舗・サービス施設公　共　施　設
サービス施設店舗施設その他市民ホール
１３８．３５㎡
駐 車 場広　　場
銀行，電
気
ガス，ク
リニック
トラベル
キーテナント
店舗，専門店
展示室
集会施設
結婚式場
消費生活
センター
レストラ
ン
大ホール
小ホール
５７４８．２９㎡２８００㎡１６２０．００㎡３万５１１８．８２㎡５８３７．１７㎡８９４８．３８㎡
５７４８．２９㎡
（８５４８．２９㎡）
３万６７３９．７２㎡１万４７８５．５５㎡
５万７４１１．９１㎡（広場を含む　６万０２１１．９１㎡）
出所：出井信夫著『第三セクタービジネス』（日刊工業新聞社、１９９０年）１３９頁
である．これは、一般に、自治体で行われている「公共施設整備における起債による財源調達とそ
の元金・利子の元利償還方法」と全く同じ条件である。このように、市民文化ホールと商業施設は
一体的に開発整備されたのである。また、「公共施設と民間施設の両者の権利関係については、建物
は区分所有で、土地は共有でという方式」が採用されている。
第２の特徴点としては、事業資金調達に関する点があげられる。総事業費は約１２４億円である。
この事業費の資金調達を行うにあたり、事業費の約半分に相当する金額を旧本開発銀行より低利の
融資を受けている。加えて、事業費の約４０％に相当する金額を核店舗として入居したキーテナント
のダイエーからの保証金により資金調達を行い、残りは株主の市中銀行からの融資により賄われた
点である。このように、「長期かつ低利の資金導入」を図ったことが、事業を成功させる要件として
重要な役割を果たしたわけである。
５　経営概要と今後の展望
　　経営概況
第３セクター会社の経営収支状況については、営業開始より７年目に単年度の黒字経営に転換し
ている。これは、当初計画では８年目に丹念度黒字の発生という当初の目標よりも１年早い。また
累積損益の解消については、当初段階の試算では１７年目に解消されると想定されていたが、それよ
り３年早い１４年目に累積赤字は解消された。また黒字経営が堅持されている中で、株主配当が行わ
れていることも、大きな特徴である。
なお、日本開発銀行からの融資については、２００２年（平成１４年）に完済されている。
さらに近年は、越谷市内の他地域に、近隣住民の利便性の向上に資するとともに、越谷サンシ
ティの減価償却費の有効活用を図る目的も相俟って、別な地域に小規模なショッピングセンターが
開設されたといわれるが、経営の堅実性は高く評価される。
　　経営概要と今後の展望
第３セクター方式は赤字経営で、「失敗が多い」と、とかく批判の矢面に立たされるケースが多い
が、第３セクター方式の中あって、当初予定された収支計画どおりに順調な経営展開がなされてい
る、越谷「サンシティ」の開発コンセプトと経営状況は、第３セクターの典型的な成功事例である
と高く評価できる。
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表８　事業化の特徴
越谷市の区分所有越谷コミュニティプラザの所有
公共ホール部門コミュニティ部門店舗部門施設建築物
越谷市コミュニティセンター越谷コミュニティプラザ管理運営主体
自己資本
借入金①制度融資（旧日本開発銀行政策融資利率）、②市中銀行
資金調達方法
越谷コミュニティプラザ施設整備主体
越谷コミュニティプラザが買収用地取得方
地権者（工場の移転跡地）従前の土地所有者
越谷コミュニティプラザ現在の土地所有者
近年、ＪＲ南越谷駅に隣接している東武線日光線新越谷駅は、同線の立体交差により高架化されて
いる。この高架化と軌を一にして、駅ビル形式のショッピングセンターが整備されていることに加
え、両駅周辺地域も、商業ビルや業務ビルが整備されるなど、著しく変貌している。
これまで越谷サンシティは、公共施設における集客効果と、商業施設における集客効果の相乗効
果により、多くの市民に魅力の場を提供してきたわけであるが、今後は、大きく変貌する周辺環境
の中で、さらに両施設に利用効率を高めるためにさまざまな工夫と知恵が要求されよう。
第３セクター方式の成功事例の嚆矢（こうし）として、展開されることを期待したい。
Ⅳ　富山県富山市富山市民プラザ―公共施設と民間施設（市立外国語専門学校
と民間健康増進施設・商業施設等）を併設した複合多機能施設整備事例―
１　事業化の経緯
　　立地環境と事業化の背景
「富山市民プラザ」は、直接的には、国道４１号線に近い旧市民病院跡地の有効利用方策として計
画されたものである。富山市の市街地の中央を南北に走る国道４１号線沿いには、ＪＲ富山駅とその周
辺商業業務地区、城跡公園・県庁・市庁・県民会館・公会堂などがある、いわゆる、「シビックゾー
ン」が形成され、総曲輪や中央通り地区にある中心商店街、さらに南下して刑務所跡地につくられ
た公園の中の近代美術館など、市民に関わりの深い施設が多く立地している。
この地区は、すでに２０年ほど前から、富山市のシンボル軸として育成していくべきであるという
提案がなされていた。
　　施設づくりのコンセプト
市制施行１００周年を迎えた富山市では、「１００周年記念事業」として、富山市の新しいシンボルづく
りとして、この旧市民病院跡地の有効活用が決められ、〈富山市民プラザ〉の整備計画となったわけ
である。富山市民プラザは、将来にわたり広く市民に利用される活力ある施設とするため、各種文
化・芸術、スポーツ、学習、イベント、情報および商業機能を複合的に構成した、２１世紀を目指し
た新しいタイプの公的複合多機能施設で、「中心市街地の活性化を図るための中核施設」であり、か
つまた市民に親しまれるシンボル施設として位置づけられている。
したがって、相互に関連がある施設を有機的に複合化・融合化させることにより、多様で魅力に
富む活動機会、選択制の高い市民サービスを実現し、複合していることによる新しい魅力をつくり
出す機能整備に重点が置かれ、空間構成としても施設を複合させることにより、活気と賑いのあふ
れた都市性のある雰囲気をつくりだす施設づくりが最大の眼目とされたのである。つまり、多様な
文化活動や地域活動を展開し、地域個性を育み、都市の活力を培っていく新しいタイプの公共公益
施設の複合化・多機能化の施設づくりが目標とされたわけである。
２　施設の特徴
　　施設の規模
富山市民プラザの施設概要は、次のとおりである。
　・敷地面積：約６，０００㎡（旧市民病院跡地）
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　・構　　造：鉄骨・鉄筋コンクリート造り、地下２階、地上４階、一部７階建て
　・延床面積：約２２，７０２㎡
　・駐 車 場：１５５台（地下１・２階）
　・地域地区指定：商業地域、準防火地域、建ぺい率８０％、容積率５０％
　　利用者別の面積
利用者別に分けた各々の利用面積は、次のとおりである。
　・市テナント利用面積　　　約８，０００㎡
　・民間テナント利用面積　　約３，６００㎡
　・第３セクター利用面積　　約１１，０００㎡
　　（内駐車場分）　　　　　　約４，８００㎡
　・共同利用部分
　　（内市テナント利用）　　　約　５００㎡
　　（内第３セクター利用）　　約４，７００㎡
富山市民プラザの建物概要は、図２に示すとおりである。
図２　富山市民プラザの概要
　　施設の特徴
テナントが利用する面積のうち、約７０％は当初より市が利用（フォーラムホール、富山市立外国
語専門学校、社会教育センター、ギャラリー等が入居している）して、残りの３０％を民間のテナン
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トが利用している。この民間のテナント部分のうち、地下１～２階の一部を一体的に「」
（フィットネスクラブ、スイミングプール）が利用、地下をレストラン、１階には書籍・文具店、
一般生活雑貨、ギャラリー＆カフェバー、ショールーム、富山市民プラザ事務室等、２階にはレ
ストラン、カフェなどが利用している。
３　事業化の特徴
　　第３セクター方式の採用
このような施設整備を推進するためには、公共と民間の協力体制が必要不可欠である。特に、民
間の持つ優れた企画・運営能力が発揮されることによって、施設のコンセプトの魅力が一層引き出
されることが期待された。
この官民の協力体制の方法としては、種々の角度より事業方式が検討された結果、第３セクター
方式による計画推進が図られた（表９参照）。
事業主体となった第３セクター「富山市民プラザ」は、１９８７年（昭和６２年）７月、富山市を中
心に、富山商工会議所、北陸銀行、北陸電力など地元経済界との共同出資により設立された。
　　「民活法」による施設の認定
富山市民プラザのもう一つの大きな特徴は、民活法による特定施設（テレコムプラザ）に認定さ
れたことである。富山市民プラザは、郵政省所管の民活特定施設である「４号イ施設＝電気通信高
度化基盤施設（テレコムプラザ）」に認定（１９８７年：昭和６２年１０月６日）され、情報化社会に対応し
た情報サービス情報化に関する啓発、人材養成を目的とするとともに、各種文化、情報、レクリェー
ション機能を整備する機能をもった。
この認定によって、テレコムプラザは、ＮＴＴの無利子融資を受け、第３セクター会社の経営採算
面で、極めて有利な事業展開がなされたわけである。
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表９　事業方式の検討
摘　　　要
管理運営主体
建設主体
維持・運営管　　理
一般的なケース
民間（委託）市
市
公共施設
イ．市 主 導 型
テナント（賃借・営業）収益施設
駅ビル
民間（委託）市市公共施設
ロ．市 ・ 民 間 共 同 型
テ ナ ン トデベロッパーデベロッパー収益施設
サンシティ
民間（委託）市 （ 賃 借 ）第三セクター
（デベロッパー）
公共施設
ハ．第三セクター方式
民
間
主
導
型
テ ナ ン ト第三セクター収益施設
千里セルシー，津田沼
サンペディック，埼玉
産文センター
民間（委託）市 （ 賃 借 ）
デベロッパー
公共施設
ニ．事業コンペ方式
テ ナ ン トデベロッパー収益施設
東京都の富士見町開発
民間（委託）市 （ 賃 借 ）
信 託 銀 行
公共施設
ホ．土 地 信 託 方 式
テ ナ ン ト信 託 銀 行収益施設
出所：前掲書、１５４頁
　　事業化の特徴
富山市民プラザの事業手法の特徴をあげると、次の３点に要約される。
まず第１に、施設整備のための基本・実施設計から施設の経営管理に至るまで、一貫して第３セ
クターとして設立された「富山市民プラザ」の責任のもとに事業が行なわれたという点である。も
ちろん、これまでの構想立案については富山市が行なってきたが、建設から市民プラザに入居する
テナントの募集、テナント管理等に至るまでの経営や施設の運営管理について一切の責任を第３セ
クターが全て責任を持つことである（表１０）。
第２には、富山市民プラザは、多様な文化活動や地域活動を狙った公的施設と民間の文化・アメ
ニティ・商業施設との一体的な複合・多機能化した施設づくりであるという点である。富山市民プ
ラザのような公共と民間の多機能複合公共公益・民間商業施設は、前述した越谷コミュニティプラ
ザの例にみられるよう、今後の第３セクター方式による都市再開発施設等各種の施設整備における
嚆矢（こうし）として、新しいトレンドとして注目された。
第３には、事業の資金調達が、主として、①優良再開発建築物整備促進事業費と市街地再開発緊
急促進事業の２つの国庫補助金、②ＮＴＴの無利子融資、③日本開発銀行からの融資、④株主の金融
機関からの融資、および⑤自己資金により資金調達がなされた点である。富山市についても、市の
施設利用（富山市立外国語専門学校等）部門については、所定の保証金を２０年間の延べ払いで第３
セクターに支払うわけである。その支払い完了後には、市の賃貸スペースについては、市は第３セ
クターから無償譲渡を受けることになっている。このような形態の賃貸借関係は、いわば起債に
よって施設整備される市の単独事業による公共公益施設整備と同じ効果があるものとして、また近
年、注目されている「事業」の例としても参考とされている。
４　今後の展開
第３セクター方式については、ほとんど赤字経営で、「失敗が多い」と、とかく批判の矢面に立た
される場合が多々ある。このように経営的に厳しい第３セクターがあることについては、筆者も否
定するものではない。
大規模な開発事業を第３セクター方式で行う場合には、「開発のコンセプトと事業内容」が経営の
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表１０　事業化の特徴
富山市の区分所有富山市民プラザの所有
富山市立外国語専門学校公共ホール部門商業施設部門施設建築物
富山市富山市民プラザ管理運営主体
自己資本
国庫補助金
借入金①制度融資（②NTTの無利子融資、②日本開発銀行政策融資利率）
②株主の金融機関
資金調達方法
富山市民プラザ施設整備主体
富山市民プラザの借地用地取得方法
富山市（市立病院の移転跡地）従前の土地所有者
富山市現在の土地所有者
成否を握る鍵であることは論を持たない。とりわけ、大規模事業においては、当初の計画案の良否
が事業の成否の明暗を分けるのである。事業の収益性の確保においても、この計画・開発コンセプ
トによる事業資金の回収の有無が、ポイントとなるわけである。
富山市民プラザの場合では、公共公益施設と民間商業利便性施設を複合多機能化した施設の開発
コンセプトが、事業の成功をもたらしたものであると、高く評価できる。
これまで富山市民プラザは、公共施設における集客効果と、商業施設における集客効果の相乗効
果により、多くの市民に、「学習の場」「文化の場」「健康づくりの場」など、「魅力あふれる場」の
提供がなされてきた。
今後とも、周辺環境の中で、両施設の利用効率をさらに高めるためさまざまな工夫と知恵が要求
されようが、第３セクター方式の成功事例の嚆矢（こうし）として、展開されることを期待したい。
Ⅴ　新潟県三条市三条昭栄―市街地再開発施設として公共施設と民間商業施
設および住宅施設の複合多機能施設を整備・運営管理する事例―
１　地域概況
三条昭栄開発のある新潟県三条市は県のほぼ中央、いわゆる県央地区に位置する。人口約７万
８千人で、柏崎に次ぐ県下５番目の都市である。その三条市の五十嵐川沿いにあり、昔からの住宅
が密集している昭栄地区に、「パルム」と呼ばれるショッピングセンターとマンションがある。これ
らの諸施設を管理運営している法人は三条昭栄開発�である。
２　�設立の経緯
三条市は都市環境の整備と商業集積を目指し、昭栄地区市街地際開発事業を計画した。
道路網の整備などと並び、この計画の中心となるのが「パルム」である。「パルム」を管理運営す
るために、三条市は４５％を出資する一方、キーテナントであるジャスコと地権者などの権利者２８
名は各１５％を出資したほか、県内の金融機関や三条商工会議所などの出資によって１９８９年３月１９日
に三条昭栄開発�が設立された。
ちなみに「パルム」とは、「みんなが仲良く楽しく集う場所」と言う意味で、三条市の新しい顔、
市民の憩いの場として親しみ愛され、夢を育む場になることを目指している。
昭栄地区再開発事業の主な歩みは、要約すると、次のとおりである。
１９６３年１２月主要都市計画道路「新保裏館線」等都市計画決定、その後、１９７６年度「三条地域商業
近代化地域計画」策定、昭栄地区再開発提案。１９７８年度「新保裏館線に関する都市計画調査」実施、
再開発手法提案。１９７９年度「昭栄地区市街地再開発等調査」実施。１９８０年度「昭栄地区市街地再
開発調査（単独）」実施、１８８１年４月「市街地再開発準備室」設置。１９８１年１１月地元研究会発足、
１９８１年度「昭栄地区市街地再開発等」実施。
１９８３年２月１５日Ａ街区都市計画決定、「再開発協議会」設立、４月「市街地再開発事務所」設置、
１９８３年度事業採択、現況調査、先行移転開始。
１９８４年１２月１１日Ａ街区都市計画決定、１街区都市計画決定。１９８４年度１街区事業採択、現況
調査、先行移転開始。
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１９８５年３月２８日Ａ街区事業計画決定、４月２７日Ａ街区評価基準日、１２月５日Ａ街区権利変換計画
決定、１２月１９日Ａ街区権利変換。
１９８６年５月１９日１街区事業計画決定、６月１７日１街区評価基準日（第１回）、８月２７日１
および２棟建築工事着工、１０月２３日大店法第３条届出。
１９８７年１月１６日１街区評価基準日（第２回）、３月１３日１街区権利変換計画決定、３月２０日
１街区権利変換、６月９日大店法第３条結審、９月１１日１棟建築工事着工、１０月１７日大店法第５
条届出、１１月３０日両街区権利変換計画変更完了、１２月１１日大店法第５条結審。
１９８８年３月１９日三条昭栄開発�設立、３月２４日建築工事完了公告、３月２５日「パルム」オープン。
３　事業化および法人設立運営の特徴
　　事業化の特徴と施設（パルム）の整備方法
施設（パルム）の整備は、三条市によって市街地再開発事業の一環として行なわれた。
一方、施設の管理運営は、三条市を中心にキーテナントであるジャスコや権利者、地元金融機
関などの共同出資で設立された第３セクター三条昭栄開発が担当している。
この事業推進では、事業所要資金の約半分を公共施設管理者負担金や市街地再開発事業の補助金
などにより資金調達を行うと同時に、残りについては保留床処分金で賄っている。
　　所有形態
まず権利変換方式については、次のような理由により、都市再開発法第１１１条に基づいた地上権非
設定型（公共団体施工の特則型）となっている。
①権利形態が単純明解であり、資産運用管理が容易であること。
②土地資産の全額を権利床として取得できるので家賃収益が期待できること。
③全権利者が土地、建物について同質の権利を有すること。
所有形態については、敷地は施設建築物所有者全員の共有持分となっている。
施設建築物については、《パルム２》および《パルム３》は「区分所有方式」が採られたが、《パ
ルム１》はオープンフロアによる大型店舗として最も有効な利用を図るために「共有分権の所有形
態」が採られた。
なお、《パルム３》の駐車場とテナントについては、市が建設した上で立体駐車場整備�という専
門の会社に売却されている。また《パルム２》のマンションは市が分譲して完売されたが、約３分
の１は投機目的などのため居住者は不在状態なっている。
事業化の特徴および所有形態は、次のとおりである（表１１および表１２）。
４　施設整備と資金調達の方法
　　施設概要
パルムは《パルム１》《パルム２》《パルム３》の３棟からなる。
《パルム１》は、地上６階建でキーテナントとしてジャスコが入っている。《パルム２》は、地上
１４階建で１階から２階は専門店がテナントとして入居しているほか、２階は公共施設として「パル
ムセンター」と呼ばれる集会場がある。３階から１４階はマンションとなっている。
《パルム３》は、５階建てで１階の一部に専門店がテナントとして入り、残りは駐車場となって
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いる。また、パルムに隣接して公共施設である、公園と自転車置場がある。
　　事業費と事業資金調達方法
パルムを中心とする昭栄地区市街地再開発事業の事業費は、１０４億２，１００万円である。
事業資金の調達方法としては、公共施設管理者負担金が３２億４，０００万円（約３１％）、市街地再
開発事業費が１７億８，５００万円（約１７％）、市単独費２億３，５００万円、保留床処分金が５１億５，３００万
円（約４９％）などとなっている。この中でも、保留床処分金が、市街地再開発事業全体の事業費の
約半分を占めているところが特徴的である。
　このパルムの施設概要、事業費、保留床処分のあらましについては、次のとおりである
（表１３、表１４、表１５）。
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表１１　事業化の特徴
三条昭栄開発�管理運営主体
三条市施設整備事業主体
公共施設管理者負担金
　①国庫補助金、②県費補助金、③市負担金
市街地再開発事業費
　①国庫補助金、②県費補助金、③市費
市単独費
保留床処分金
資金調達方法
民有地を買収。施設建築物所有者の共有持分用地取得方法
民有地従前の土地所有者
施設建築物所有者全員の共有持分現在の土地所有者
出所：出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　№１』１５７頁より作成。
表１２　所有形態
施 設 建 築 物敷　　　地
共有分権
施設建築物所有者全員の共有持分
パルム１（A-２）
区分所有パルム２（A-１）
（立体駐車場整備�に売却）パルム３（B-１）
出所：出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　№１』１５９頁
表１３　施設概要
構造・階数等主要用途容積率建ぺい率
建築物
敷地面積建物名
延べ面積建築面積
R．C造　地上６階
高さ約３１m
店舗約
３８
　１０
約
８
　１０
約１７，１５７㎡約３，７９５㎡約４，５２７㎡
パルム１
（A-２）
S．R．C造　地上１４階
住宅５８戸　高さ約５３m
店舗・住宅
業務
約
３８
　１０
約
７
　１０
約 ８，６６４㎡約１，５４１㎡約２，２５８㎡
パルム２
（A-１）
S造　地上５階
台数４３６台　高さ約２０m
店舗
駐車場
約
２８
　１０
約
７
　１０
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出所：前掲書、１５８頁
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表１４　事業費
（単位：百万円）
支　出　の　部収　入　の　部
金　額区　　　分金　額区　　　分
９，８４０工 事 費３，２４０公共施設管理者負担金
４，９７１本 工 事１，９５３国 庫 補 助 金
３６１公共施設本工事費４県 費 補 助 金
４，６１０建築施設本工事費１，２８３市 負 担 金
４０附 体 工 事 費１，７８５市街地再開発事業費
１８測 量 及 び 試 験 費５９５国 庫 補 助 金
４，３１８用地費及び補償費１３５県 費 補 助 金
７９営 繕 費１，０５５市 費
４１４権 利 変 換 諸 費２３５市 単 独 費
３７３事 務 費５，１５３保 留 床 処 分 金
２０８借 入 金 利 子８そ の 他
１０，４２１合 計１０，４２１合 計
出所：前掲書、１６０頁
表１５　保留床処分のあらまし
（単位㎡，百万円）
処　分　先　等処分金額床面積用途街区
一般分譲　キーテナント
特定分譲（共有床）２名
２，２４１グロス １０，６３５．４４店 舗
（
パ
ル
ム
１
）
Ａ
２
棟
 一般分譲　５７戸 　３LDK　５６戸〔特定分譲　１戸〕 〔４LDK　２戸〕９５７ネット ４，７３６．１４住 宅
Ａ
―
１
棟（
パ
ル
ム
２
）
専門店　１２店舗分
（専有床）
１６６ネット ７６８．６４店 舗
公益施設
（専有床）
９１ネット ４３９．６９業 務
１，２１４５，９４４．４７A - １棟小計
３，４５５１６，５７９．９１A 街 区 計
立体駐車場整備�
４３６台
１，６５９ネット １０，０７９．６７駐車場
Ｂ
―
１
棟（
パ
ル
ム
３
）
専門店　４店舗分
（専有床）
３９ネット ２０２．６３店 舗
１，６９８１０，２８２．３０B - １街区計
５，１５３２６，８６２．２１合 計
出所：前掲書、１６０頁
５　会社概要・事業概要・施設概要
　　会社概要
資本金は２，０００万円で、出資割合は三条市の４５％を筆頭に、キーテナントであるジャスコと権利
者（２８名）が各１５％、残りは地元金融機関や三条商工会議所などが出資している。
役員は市から１名、権利者から４名、キーテナント・商工会議所・出店者から３名の計１０名、社
員は会社で雇用した４名、市から派遣された１名の計５名である。
なお、三条昭栄開発はパルム２の２階、パルムセンターの隣に位置している。
　　事業内容
事業内容は、次のとおりである。①パルム１の資産運用業務、②ビル２棟の管理運営業務（管理・
補修・清掃・警備元請など）、③テナントの売上金管理業務、④専門店会事務局、⑤損害保険代理業
務（火災保険）、⑥商業活動の調整・研究および指導、⑦広告代理業、⑧受信障害対策施設維持
管理業務、⑨公共施設管理業務（パルムセンター・公園、自転車置場）。
７　経営・運営概況
三条昭栄開発の主な収入源は、テナントからの賃料や市からの公共施設管理委託手数料などに
限られ、ほとんど利益を生まれていない。営利法人である株式会社形態を採っているが、公益性の
高い会社である。
ただし、営利法人である株式会社形態を採っているため、たとえ赤字経営に陥った場合でも、独
立採算制が採用されていることから、市の基金や市の一般会計などからの援助などについては予定
されていない。
一方、キーテナントのジャスコの利用者は平日で約４，３００人、日曜は約８，０００人となっている。
ジャスコの売上高は年々減少傾向にある。平成６年の売上高は前年比７％減となっている。
８　地域への事業波及効果
近年、大型店舗が郊外へ進出するなど郊外型の店舗が増加する傾向にあるが、三条市の中心商店
街への影響などについては、大きな影響はあまりみられないといえる。
一方、パルム施設が整備されたことにより、以前に比べ多くの人が中心市街地に集まる傾向が高
まっている。
またパルムへ入居しているテナント側からみると、テナント料は周辺地域の賃貸ビルに比べ比較
的廉価であるというメリットがある。
９　問題点と課題
三条昭栄開発は、三条市を筆頭とした第３セクターであることから、入居しているテナントな
どからは「市がなんとかしてくれる」という行政依存の傾向が見られる。
一方、パルム周辺の道路は拡張され利便性が高まったが、その前後の接続道路は改修されていな
いため朝夕や休日には交通渋滞が起こっている。そのため、昭栄地区市街地再開発事業と南北縦貫
道路や弥彦線連続立体交差事業など、三条市の都市計画の整備が大きな課題である。
また、同じ三条市内にはジャスコ三条店があり、こちらは広い駐車場を備えた郊外型の店舗であ
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る。このジャスコ三条店との連携も課題である。
１０　自治体との関わり
三条昭栄開発の社長は三条市長が兼任しているほか、社員１名も市から派遣されている。
加えて、公共施設であるパルムセンターや公園、自転車駐輪場などの管理運営を行っていること
から、三条市から管理委託費が支出されている。ただし、市から補助金などの財政支援に関しては
受けていない。
１１　企業との関わり
企業からは、社員の出向や財務的な支援措置などは行なわれていない。
ただし、キーテナントであり株主であるジャスコからは、経営面に関するアドバイスや指導を受
けている。また、売上金の集金などに関しては株主である三条信用組合が担当している。
１２　今後の方向
現在、国道８号線や新幹線の燕三条駅周辺に広い駐車場を備えた郊外店舗が次々に進出、立地す
る傾向にある。これらの公害型の店舗は、基本的に、駐車場は無料である。
それに対し、パルムの駐車場は有料で立体式である。また商店街の道路は幅が狭い上に、路上駐
車が多いことから交通渋滞の原因になっている。このため、中心市街地での車による買物不便をき
たしている。周辺の商店街が活性化しなければ商業施設の集積は極めて厳しい状況となり、市街地
の商業地の空洞化は避けられない。市街地の空洞化を避けるには、パルムと周辺商店街が共に発展
する必要があるといえる。
中心市街地の活性化対策については、長期的な対策としては、費用も時間もかかるが、市街地の
道路も車社会に対応して道幅を広げ駐車スペースを設け、歩行者が悪天候でも歩けるようなアー
ケードなどの整備が必要である。短期敵な対策としては、各店舗においては魅力ある店づくりを行
うと同時にイベントの開催などにより、若者を呼び込むなど、リピータを定着させるさまざまな工
夫が必要である。中心市街地の立地条件を最大限に生かする中で、近隣周辺地域の利用者および郊
外店舗の利用者を惹きつける魅力ある対応策が必要である。
このように中心市街地への集客や市街地への回帰を促進するには、各となるパルムの対応策が重
要なポイントであるという認識の上に立ち、さまざまな工夫や対策を構築することが重要である。
（注）
　新潟県中里村中里地域開発の事例については、①出井信夫編著『公私協力方式と第３セク
ター方式の研究　№２』（１９９８年３月、地域計画研究所）の２部１章「地域振興・地域活性化を
推進する典型的な第３セクター』１１１１２１頁。②博士学位論文『第３セクターの経営実態と今後
のあり方に関する一考察―実態分析に基づく地域政策論的研究―』の第５章「複合多機能型公
共施設の整備と第３セクター」の諸論文を踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」
の研究助成を受けて加筆した論文である。
　山形県山形市七日町再開発ビルの事例については、①出井信夫編著『公有地の有効活用手
市街地再開発と公民連携・５０
法・実務事例資料集』（綜合ユニコム、１９８９年）２４２２４７頁。②博士学位論文『第３セクターの
経営実態と今度のあり方に関する一考察―実態分析に基づく地域政策論的研究―』の第５章「複
合多機能型公共施設の整備と第３セクター」の諸論文を踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特
別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。
　埼玉県越谷市越谷コミュニティプラザの事例については、①出井信夫編著『民間共同開発
と公共・民間複合施設計画事例集』（綜合ユニコム、１９８９年）１４０１４４頁。②竹内宏監修・出井
信夫著『第三セクタービジネス』（日刊工業は日刊工業新聞社、１９９０年）１３８１４１頁。③出井信
夫「複合多機能施設　越谷サンシティを中心に」『公営企業９５．４』（公営企業金融公庫、１９９５
年４月）４９５２頁。④参議院事務局「地方行政・警察委員会」編（出井信夫編著）『地方公社・
第３セクターの実情とその在り方に関する調査報告書』（１９９９年３月、「地方公社・第３セクター
研究会」１９９８年８月～１９９９年１月）に所収。⑤博士学位論文『第３セクターの経営実態と今後
のあり方に関する一考察―実態分析に基づく地域政策論的研究―』の第５章「複合多機能型公
共施設の整備と第３セクター」の諸論文を踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」
の研究助成を受けて加筆した論文である。
　富山県富山市富山市民プラザの事例については、①出井信夫編著『官民共同開発と公共・
民間複合施設計画事例集』（綜合ユニコム、１９８９年）１６３１７４頁。②竹内宏監修・出井信夫著
『第三セクタービジネス』（日刊工業新聞社、１９９０年）１４８１５４頁。③博士学位論文『第３セク
ターの経営実態と今後のあり方に関する一考察―実態分析に基づく地域政策論的研究―』の第
５章「複合多機能型公共施設の整備と第３セクター」の諸論文を踏まえ、「本学２００５年度（平成
１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。
　新潟県三条市三条昭栄の事例については、出井信夫編著『公共協力方式と第３セクター方
式の研究　№１』（１９９６年５月、地域計画研究所）の第２部４章「公共施設を管理運営する第３
セクター」（１５５１６２頁）の論文を踏まえ、本学平成１７年度特別研究費の研究助成を受けて加筆
した論文である。
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